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研究要旨 

食品用器具・容器包装、おもちゃ及び洗浄剤（以下、「器具・容器包装等」）の安全

性は、食品衛生法の規格基準により担保されているが、器具・容器包装等の多様化、

新規材質の開発、再生材料の使用、諸外国からの輸入品の増加等により多くの課題が

生じている。また近年、食品の安全性に対する関心が高まり、食品の試験及び分析に

求められる信頼性の確保も重要な課題となっている。そこで、器具・容器包装等の安

全性に対する信頼性の確保を目的として、規格試験法の性能評価に関する研究、市販

製品に残存する化学物質に関する研究及び合成樹脂製器具・容器包装の製造に関する

自主管理ガイドライン案の作成を行った。 

規格試験法の性能評価に関する研究では、器具・容器包装の蒸発残留物試験につい

ての性能評価として、公的な衛生研究所など合計 23 機関において試験室間共同試験を

実施した。その結果、蒸発乾固の操作を水浴上で行った公定法と主にホットプレート

上で行った公定法変法では、性能に差はなくほぼ同等であった。従って、蒸発残留物

試験の蒸発乾固は、公定法で規定されている水浴上ではなくホットプレート上で行っ

ても、蒸発乾固前に加熱装置から下ろすならば試験結果にほとんど影響がないと考え

られた。また、各試験機関の蒸発に要する時間や容器の放冷時間の差異による影響も

特に認められなかった。また、公定法において浸出用液として使用されているヘプタ

ンと、代替溶媒として検討されているイソオクタン及び 95%エタノールによる性能の

差を比較したところ、両者に差はなくほぼ同等であった。従って、イソオクタン及び

95%エタノールは、ヘプタンの代替溶媒として規格試験法に適用可能と判断された。

しかし、いずれの場合においても揮散または変化しやすい成分を多く含む試験溶液の

場合は、細かな蒸発乾固や乾燥の操作の違いにより蒸発残留物量に差が生じてしまい

十分な性能が得られない可能性があった。 

市販製品に残存する化学物質に関する研究では、植物油総溶出量試験法の改良法に

ついての性能評価、揮発性物質試験におけるスチレンのメモリー現象に関する検討、

カプロラクタム試験におけるピーク形状改善のための GC 条件の検討、ラミネートフ

ィルムに含まれる残留有機溶剤の分析、特定芳香族アミン 5 種による細胞形質転換活

性の検討を実施した。植物油総溶出量試験法の改良法についての性能評価では、一部

の性能パラメーターの値が目標値を満たさなかったが、改良法のもととなった EN 

1186-2 の方法と比較すると性能パラメーターは格段に向上していた。揮発性物質試験

におけるスチレンのメモリー現象に関する検討では、メモリー現象の発生状況や原因



 

を追究し、メモリー現象の低減化を図るための対策案について検討した。カプロラク

タム試験におけるピーク形状改善のための GC 条件の検討では、カプロラクタムのピ

ーク割れ改善のため GC 条件を種々検討し、ピーク割れ発生時の対応策についても検

討した。ラミネートフィルムに含まれる残留有機溶剤の分析では、ラミネートフィル

ム製の容器包装に残留する可能性がある 30 種類の有機溶剤について一斉分析法を確

立し、市販されているラミネートフィルム製の食品包装袋 42 試料について残留有機溶

剤を定量した。特定芳香族アミン 5 種による細胞形質転換活性の検討では、5 種の特

定芳香族アミンについて発がんプロモーション活性の有無を検討するとともに、発が

んイニシエーション活性の有無を既報の遺伝毒性試験結果と比較した。 

合成樹脂製器具・容器包装の製造に関する自主管理ガイドライン案の作成では、国

内外の器具・容器包装に関する製造管理、品質管理、品質保証、トレーサビリティー、

安全管理に関する法規制等、民間の国際規格、業界団体の自主基準等を精査し、国内

の状況に適した「器具及び容器包装の製造に関する自主管理ガイドライン案（合成樹

脂製の器具・容器包装に関する基本的な考え方と取り組み内容）」を作成した。本ガイ

ドライン案では、器具もしくは容器包装に関係する食品等事業者に対し、製品の製造

または使用において自主的な管理を行うための基本的な考え方を記し、人員、施設・

設備の管理、サプライチェーンを通じた情報伝達、安全な製品の設計と品質確認、健

康被害発生時の対応策の整備の 4 つの観点に着目した取り組み内容を示した。さらに、

あらゆる事業者においても実施可能となるよう、それぞれの事業内容にあった取り組

みを選択して実行できるよう具体的な管理や取り組み内容の具体例として示した。 
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A．研究目的 

食品用器具・容器包装、おもちゃ及び洗浄

剤（以下、「器具・容器包装等」）の安全性は、

食品衛生法の規格基準により担保されている

が、器具・容器包装等の多様化、新規材質の

開発、再生材料の使用、諸外国からの輸入品

の増加等により多くの課題が生じている。ま

た近年、食品の安全性に対する関心が高まり、

食品の試験及び分析に求められる信頼性の確

保も重要な課題となっている。そこで器具・

容器包装等の安全性に対する信頼性を確保す

ることを目的とした研究を実施した。 

食品衛生法では、器具・容器包装等の安全

性を確保するための規格基準とともに、その

規格基準を満たしているか否かを判定するた

めの試験法（公定法）が定められている。そ

のうち、蒸発残留物試験は器具・容器包装か

ら食品擬似溶媒への不揮発性物質の総溶出量

を求める試験であり、合成樹脂製器具・容器

包装の個別規格、ゴム製器具・容器包装及び

金属缶で規格が設定されているが、試験結果

に影響を及ぼす可能性がある要因が多く存在

する。しかし、これまでに試験室間共同試験

は実施されておらず、真度や精度などの性能

評価は行われていない。そこで、器具・容器

包装の蒸発残留物試験について試験室間共同

試験を行い、蒸発乾固の操作を水浴上で行っ

た公定法とホットプレート上で行った公定法

変法の結果を比較するとともに、それぞれの

性能を評価した。 

器具・容器包装等には様々な化学物質が残

存しているが、食品衛生法で規格基準が設定

されていない物質の中には、分析法が確立さ

れていないものや残存量・溶出量等の実態が

明らかでないものが多く存在する。また、食

品衛生法で規制されている物質であっても、

その試験法に問題を有するものも存在する。

そのため、安全性に懸念のある化学物質につ

いては、分析法の開発や試験法の改良を行い、

それらの市販製品における実態を調査する必

要がある。本年度は、確立した植物油総溶出

量試験法の改良法についての性能評価、揮発

性物質試験におけるスチレンのメモリー現象

に関する検討、カプロラクタム試験における

ピーク形状改善のための GC 条件の検討、ラ

ミネートフィルムに含まれる残留有機溶剤の

分析、特定芳香族アミン 5種による細胞形質

転換活性の検討を実施した。 

合成樹脂製器具及び容器包装の製造には複

数の事業者が関係しており、安全な製品が一

定の品質で製造されるためには、その製品の

製造に関係するすべての事業者が共通の認識

を持って、食品等の流通の実態等も踏まえた

製品の衛生管理に努める必要がある。そこで、

各事業者、並びに事業者間における製品の製

造行為に対する自主的な管理への積極的な取

り組みを推奨することを目的として、合成樹

脂製器具及び容器包装の製造に関する自主管

理ガイドライン案を作成した。 

 

B．研究方法 

１．規格試験法の性能評価に関する研究 

１）試験室間共同試験 

公的な衛生研究所など合計 23 機関に濃度

非明示で 18検体を配付し、2ヶ月以内に各試

験機関において、水、4%酢酸、20%エタノー

ル、ヘプタン、95%エタノール及びイソオク

タンを用いて試験溶液を調製し、1 検体につ

き 2回の蒸発残留物試験を実施した。 

 

２）性能評価 

検体ごとに定量値の解析を行い、真度、併

行精度（RSDr %）及び室間再現精度（RSDR %）

の性能パラメーターの値を算出し、各試験法

の性能を検証した。 

各試験機関から収集した定量値について、

ISO 5725-2 5) 及びJIS Z 8402-2 6) に基づいて

Cochran検定（併行）、Grubbs検定（試験室間）

を行った。これらの検定の結果、外れ値とさ

れたものを精度の外れ値とした。また、定量



 

結果（同検体2測定の平均値）が推定含有量の

80～110%の範囲から外れたものを真度の外

れ値とした。真度、併行精度（RSDr %）及び

室間再現精度（RSDR %）の性能パラメーター

の値は一元配置の分散分析により求め、真度

は80～110%、RSDr は10%以下、RSDR は25%

以下を目標値とした。 

 

２．市販製品に残存する化学物質に関する研

究 

１）植物油総溶出量試験法の改良 

平成25及び26年度の本研究において確立し

た植物油総溶出物量試験法の改良法の性能を

検証した。公的な衛生研究所など10機関にお

いて試験室間共同試験を実施した。 

3検体の試験を各3回実施し、検体ごとに定

量値の解析を行い、併行精度（RSDr %）及び

室間再現精度（RSDR %）の性能パラメーター

の値を算出した。 

 

２）揮発性物質試験におけるスチレンのメモ

リー現象に関する検討 

AS及び ABS試料を用いて、公定法に準拠

して試験溶液を調製した。この試験溶液を

GC-FID に注入し、スチレンのメモリー現象

の発生状況を確認するとともに、低減方法の

検討を行った。さらに適否判定への影響を検

討した。 

 

３）カプロラクタム試験におけるピーク形状

改善のための GC条件の検討 

カプロラクタム標準溶液を GC-FID に注入

し、カプロラクタムのピーク割れの発生状況

を確認するとともに、この原因と対応策を検

討した。 

 

４）ラミネートフィルムに含まれる残留有機

溶剤の分析 

食品用ラミネートフィルムに残留する有機

溶剤 30化合物の一斉分析法を検討した。さら

に、確立した一斉分析法を用いて、市販され

ているラミネートフィルム製の食品包装袋

42試料について残留有機溶剤を定量した。 

 

５）特定芳香族アミン 5種による細胞形質転

換活性の検討 

特定芳香族アミン 5 化合物について、in 

vitro発がんプロモーション試験として唯一の

OECD ガイダンスドキュメントである Bhas 

42細胞形質転換試験法を用いて、発がんプロ

モーション活性の有無を検討した。 

 

３．合成樹脂製器具・容器包装の製造に関す

る自主管理ガイドライン案の作成 

米国、欧州連合及び我が国における器具・

容器包装に関する製造管理、品質管理、トレ

ーサビリティー、品質保証、安全管理等に関

する法規制及びガイドライン、民間の国際規

格、業界団体における自主基準、ガイドライ

ン等を収集してその詳細を明らかにした。さ

らに、国内の事業者の実態を確認し、具体的

な取り組み内容を検討した。これらの情報を

もとに、「器具及び容器包装の製造に関する自

主管理ガイドライン案（合成樹脂製の器具・

容器包装に関する基本的な考え方と取り組み

内容）」を作成した。 

 

C．研究結果及び考察 

１．規格試験法の性能評価に関する研究 

器具・容器包装の蒸発残留物試験について

試験室間共同試験を行い、蒸発乾固の操作を

水浴上で行った公定法とホットプレート上

で行った公定法変法の結果を比較するとと

もに、それぞれの性能を評価した。さらに、

イソオクタン及び 95%エタノールを浸出用液

とした場合の性能を確認し、規格試験法とし

ての適用性を検証した。 

 

１）各試験機関における試験条件 

各試験機関が用いた試験溶液量はいずれも



 

200 mLであり、公定法に準拠していた。蒸発

乾固の操作については、公定法では水浴上で

行うことが規定されているが半分以上の試験

機関はホットプレートを使用していた。また、

一部の試験機関では加熱装置を用いず風乾に

より蒸発乾固を行っていた。 

公定法では、ヘプタンを浸出用液とした場

合、浸出用液を減圧濃縮して液量を数 mL に

したのちに水浴上で蒸発乾固することが規定

されているが、5 機関は浸出用液を減圧濃縮

せず、そのまま蒸発乾固していた。 

各試験機関の蒸発乾固に用いる容器につい

ては、公定法では白金製、石英製または耐熱

ガラス製の蒸発皿が規定されているが、各試

験機関で使用された容器の材質や容量は様々

であった。蒸発乾固の加熱中止のタイミング

については、大部分の試験機関が乾固直前ま

たは液量が少量となった状態で水浴上から容

器を下ろし、余熱と自然乾燥により乾固させ

ていた。 

各試験機関の定量下限値は 1～10 μg/mLの

範囲であり、23機関中 18機関は 5 μg/mLで

あった。 

 

２）公定法と公定法変法の比較 

水、4%酢酸及び 20%エタノールの検体にお

ける公定法と公定法変法の性能パラメーター

と外れ値数を比較した。 

蒸発残留物量と試験濃度がほぼ一致した検

体では、公定法と公定法変法に明らかな差は

みられず、真度、RSDr、RSDR のすべての性

能パラメーターの値は目標値を満たした。ま

た、真度の外れ値に該当した結果の割合は、

公定法が 21%（34 試験中 7 試験）、公定法変

法が 22%（81 試験中 18 試験）と同等であっ

た。一方、精度の外れ値は公定法変法の結果

のみに存在したが、該当した結果の割合は 4%

と少なかった。今回参加した各試験機関の大

部分は、加熱装置の種類に関わらず、蒸発乾

固の加熱中止のタイミングとして、液量が少

量となった状態で容器を加熱装置から下ろし、

その後は余熱と自然乾燥により乾固させてい

た。しかし、公定法では水浴上で蒸発乾固さ

せること以外の記載はなく、このような操作

は規定されていない。大部分の試験機関が公

定法に規定がないにも関わらず実施していた

ことは、今回の試験室間共同試験において良

好な結果が得られたことと関係があるものと

推測される。特に、ホットプレートの設定温

度が試験機関によってかなり差が大きかった

にも関わらず、結果に影響がなかったことは

この操作によるものと考えられた。また、各

試験機関の蒸発に要する時間や容器の放冷時

間の差異による影響も特に認められなかった。 

蒸発残留物量と試験濃度が一致しなかった

検体及び精確な試験濃度が不明であった検体

についても公定法と公定法変法で明らかな差

はみられなかったが、公定法変法の RSDr 以

外の性能パラメーターの値はすべて目標値を

満たさなかった。揮散または変化しやすい成

分を多く含む試験溶液の場合は、細かな蒸発

乾固操作の違いにより蒸発残留物量に差が生

じてしまい十分な性能が得られない可能性が

あった。また、今回の試験室間共同試験では、

蒸発乾固後に行う 105℃ 2時間の乾燥の操作

については詳細な指示を行っていない。これ

らの検体は、この乾燥の操作時においても揮

散または変化する可能性が高いことから、各

試験機関で使用した機器により蒸発残留物量

に差が生じた可能性も考えられる。そのため、

この問題への対策については、今後検討する

必要がある。 

 

３）油性食品の浸出用液の比較 

油性食品の浸出用液として、公定法に規定

されているヘプタンを使用する場合とイソオ

クタン及び 95%エタノールを使用する場合の

性能パラメーターと外れ値数を比較した。 

蒸発残留物量と試験濃度がほぼ一致した検

体では、いずれの性能パラメーターの値にお



 

いても浸出用液による差はみられなかった。

ただし、真度の外れ値に該当した結果の割合

は、ヘプタンでは 11%（46試験中 5試験）で

あったが、イソオクタン及び 95%エタノール

では 1%（92試験中 1試験）と少なかった。 

一方、蒸発残留物量と試験濃度が一致しな

かった検体及び精確な試験濃度が不明であっ

た検体では、浸出用液による差はみられなか

ったが、RSDr及び RSDRの値が大きく、大部

分が目標値を満たさなかった。 

以上より、油性食品の浸出用液として、ヘ

プタンの場合とイソオクタン及び 95%エタノ

ールの場合には性能に差はないと考えられた。

ただし、これらの浸出用液の場合においても、

揮散または変化しやすい成分を多く含む試験

溶液の場合は、細かな蒸発乾固や乾燥の操作

の違いにより蒸発残留物量に差が生じる可能

性があった。 

 

２．市販製品に残存する化学物質に関する研

究 

１）植物油総溶出量試験法の改良 

天然ゴム、ポリエチレン、ポリプロピレン

の 3種類の検体を用い、10機関が参加した試

験室間共同試験を実施した。 

天然ゴムでは、RSDr が 2.6%、RSDR が

14.8%であり、真度及び精度の外れ値なしと

いう極めて良好な結果であった。ポリエチレ

ンでは、全機関の RSDr が 10.6%、RSDR が

37.6%であり、目標値（RSDr：10%、RSDR：

25%）には届かないが改良前の EN 法の性能

評価データより優れていた。さらに、AOAC

法に従い、RSDrで外れ値であった 2機関を棄

却すると、RSDr が 4.3%及び RSDR が 26.1%

となり、ほぼ満足できる結果であった。一方、

ポリプロピレンでは、試料からの溶出量が低

く定量値にばらつきがみられた。そこで、定

量限界 5 μg/cm2とし、定量値がすべて定量限

界未満の機関を棄却して解析したところ、

RSDr が 15.6%、RSDR が 26.0%となり、定量

限界近傍であることを考慮すれば十分満足で

きる結果であった。本改良法は、EN 法より

もすぐれた試験性能をもち、しかも有害試薬

を用いず、試験操作が簡便で試験時間が大幅

に短縮できるなど極めて優れた試験法である

ことが確認された。 

 

２）揮発性物質試験におけるスチレンのメモ

リー現象に関する検討 

平成 26 年度の本研究において実施した揮

発性物質試験法の性能評価において、GC を

用いた場合、スチレン（ST）のメモリー現象

が生じることが複数機関から報告された。今

年度は ST のメモリー現象について、その発

生状況の確認、低減方法の検討及び適否判定

への影響を検討した。 

試料によっては数回の測定でメモリー現象

が確認され、その原因は試料を繰り返し測定

することによって注入口に蓄積したオリゴマ

ーやポリマーであることが推測された。 

その対処法は洗浄プログラムの追加や洗浄

液の注入、シリンジの洗浄及び交換だけでは

不十分であり、ライナーやその中のウールを

交換する必要があった。一方、メモリー現象

による ST の残存量は規格値と比較するとそ

れほど大きくなく、適否判定への影響はほと

んどないと考えられた。しかし、より的確な

適否判定や精密な定量を行うためには、必要

に応じてブランク液を測定し、メモリー現象

の発生の有無やメモリー現象由来の残存量を

把握する必要があると考えられた。 

 

３）カプロラクタム試験におけるピーク形状

改善のための GC条件の検討 

平成 26 年度の本研究において実施したカ

プロラクタム試験法の性能評価において、カ

プロラクタム（CPL）及び内標として添加し

たヘプタラクタム（HPL）のピーク割れが発

生することがあることを複数機関から報告さ

れた。そこで、CPLのピーク割れ改善のため



 

の GC 条件を種々検討するとともに、ピーク

割れ発生時の対応策についても検討した。 

ピーク割れの原因は試験溶液の約 80%を占

める水の気化膨張率が大きいことに起因する

ライナー内でのオーバーロードと推測された。 

注入条件の変更、気化容量の低減化、カラ

ム昇温条件の変更によるピーク割れ発生時の

対応策を検討した結果、注入口温度を 280℃

に設定し、GC への注入量を減らすもしく試

験溶液及び標準溶液をエタノールやアセトン

で希釈したのちに測定することによりピーク

形状の改善が見られた。また、ピーク割れ発

生時は CPL と HPL はほとんど同じピーク形

状になるため、ピーク割れが注入時の問題で

生じたのか、もしくは他の不純物が混入して

いるのか判断可能であると考えられた。 

 

４）ラミネートフィルムに含まれる残留有機

溶剤の分析 

食品用ラミネートフィルムに残留する有機

溶剤 30化合物の一斉分析法を確立した。本法

は、ラミネートフィルムに N,N-ジメチルホル

ムアミド溶液を加えて室温で一晩静置後、ヘ

ッドスペース-GC/MS 分析を行う方法であり、

様々な材質から成るラミネートフィルムに適

用が可能であった。 

本法を用いて、市販されているラミネート

フィルム製の食品包装袋 42 試料について残

留有機溶剤を定量した結果、6 試料から 5 種

類の残留有機溶剤が検出され、2-プロパノー

ルが 1試料に 2.5 μg/g、酢酸エチルが 3試料

に 1.9～3.4 μg/g、ヘプタンが 3試料に 3.9～14 

μg/g、酢酸プロピルが 1試料に 0.70 μg/g、ト

ルエンが 2試料に 0.10及び 0.20 μg/g残留し

ていた。その他の化合物は検出されなかった。

検出された残留溶剤は発がん性などが疑われ

る化合物ではなく、また、比較的濃度が低い

ため、ただちに問題になるものではないと考

えられた。 

 

５）特定芳香族アミン 5種による細胞形質転

換活性の検討 

アゾ色素の一部は、還元分解により発がん

性またはそのおそれが指摘されている特定芳

香族アミンを生成する。器具・容器包装にお

いて、特定芳香族アミンを容易に生成するア

ゾ色素の使用は認められていないが、アゾ色

素の汎用性を考慮するとその有害性の評価は

重要である。そこで、特定芳香族アミン 5種

について、Bhas 42 細胞形質転換試験法によ

り、発がんプロモーション活性及びイニシエ

ーション活性の有無を検討した。 

IARCの発がん性リスク評価でグループ 2B

に分類される 3,3’-dimethylbenzidine、3,3’-di- 

chlorobenzidine、4,4’-diaminodiphenylmethane、

3,3’-dimethyl-4,4’-diaminodiphenylmethane 及

びグループ 1 に分類される 4,4’-methylenebis 

(2-chloroaniline) の 5 種について検討した結

果、3,3’-dimethylbenzidine にプロモーション

活性、3,3’-dichlorobenzidineにプロモーション

活性及びイニシエーション活性、4,4’-di- 

aminodiphenylmethane にイニシエーション活

性が認められた。3,3’-dichlorobenzidineのプロ

モーション活性はイニシエーション活性より

もはるかに低濃度で認められ、発がん性リス

ク評価でのプロモーション試験の重要性が示

唆された。イニシエーション試験における 2

種の被験物質の陽性判定は、Ames 試験の判

定結果と概ね合致した。 

 

３．合成樹脂製器具・容器包装の製造に関す

る自主管理ガイドライン案の作成 

国内外の器具・容器包装に関する製造管理、

品質管理、品質保証、トレーサビリティー、

安全管理に関する法規制等、民間の国際規格、

業界団体の自主基準等、並びに国内の事業者

における実態を調査し、器具・容器包装に由

来する健康被害の原因となる要因（危害要因）

を特定し、これらの危害要因を排除する管理

または取り組みの内容を検討した。その結果、



 

１）人員、施設・設備の管理、２）安全な製

品の設計と品質確認、３）サプライチェーン

を通じた情報伝達、４）健康被害発生時の対

応策の整備に注目した管理または取り組みが

必要であると考えられた。さらに、国内外の

法規制、ガイドライン、自主基準等を精査す

るとともに、国内の事業者における管理等の

実態を確認し、具体的な取り組み内容を検討

した。 

その成果物として、「器具及び容器包装の製

造に関する自主管理ガイドライン案（合成樹

脂製の器具・容器包装に関する基本的な考え

方と取り組み内容）」を作成した。本ガイドラ

イン案は、合成樹脂製の器具・容器包装の製

造に関係するすべての事業者が共通の認識を

持ち、それぞれの責任において、食品等の流

通の実態等も踏まえた衛生管理の推進を図る

ことを目的とする。本ガイドライン案では、

器具もしくは容器包装に関係する食品等事業

者に対し、製品の製造または使用において自

主的な管理を行うための基本的な考え方を記

し、人員、施設・設備の管理、サプライチェ

ーンを通じた情報伝達、安全な製品の設計と

品質確認、健康被害発生時の対応策の整備の

４つの観点に着目した取り組み内容を示した。

さらに、あらゆる事業者においても実施可能

となるよう、それぞれの事業内容にあった取

り組みを選択して実行できるよう具体的な管

理や取り組み内容の具体例として示した。 

 

D．結論 

規格試験法の性能評価に関する研究では、

器具・容器包装の蒸発残留物試験の性能評価

を実施した。その結果、水浴上で蒸発乾固を

行う公定法と主にホットプレート上で蒸発乾

固を行う公定法変法の間では性能パラメータ

ーや外れ値数に明らかな差はみられなかった。

さらに、油性食品の浸出用液として公定法で

規定されているヘプタンを使用した場合と代

替溶媒としてイソオクタン及び 95%エタノー

ルを使用した場合の比較においても明らかな

差はみられなかった。また、各試験機関の蒸

発に要する時間や容器の放冷時間の差異によ

る影響も特に認められなかった。蒸発残留物

量と試験濃度がほぼ一致した検体ではすべて

の性能パラメーターの値は目標値を満たした

が、揮散または変化しやすい成分を多く含む

試験溶液の場合は、蒸発乾固または乾燥にお

ける操作の細かな違いにより蒸発残留物量に

差が生じてしまい十分な性能が得られない可

能性があったことから、その対策について今

後検討する必要があると考えられた。 

市販製品に残存する化学物質に関する研究

では、植物油総溶出量試験法の改良法につい

ての性能評価、揮発性物質試験におけるスチ

レンのメモリー現象に関する検討、カプロラ

クタム試験におけるピーク形状改善のための

GC 条件の検討、ラミネートフィルムに含ま

れる残留有機溶剤の分析、特定芳香族アミン

5 種による細胞形質転換活性の検討を実施し

た。植物油総溶出量試験法の改良法について

の性能評価では、一部の性能パラメーターの

値が目標値を満たさなかったが、改良法のも

ととなった EN 1186-2の方法と比較すると性

能パラメーターは格段に向上していた。揮発

性物質試験におけるスチレンのメモリー現象

に関する検討では、メモリー現象の発生状況

や原因を追究し、メモリー現象の低減化を図

るための対策案について検討した。カプロラ

クタム試験におけるピーク形状改善のための

GC 条件の検討では、カプロラクタムのピー

ク割れ改善のため GC 条件を種々検討し、ピ

ーク割れ発生時の対応策についても検討した。

ラミネートフィルムに含まれる残留有機溶剤

の分析では、ラミネートフィルム製の容器包

装に残留する可能性がある 30 種類の有機溶

剤について一斉分析法を確立し、市販されて

いるラミネートフィルム製の食品包装袋 42

試料について残留有機溶剤を定量した。特定

芳香族アミン 5種による細胞形質転換活性の



 

検討では、5 種の特定芳香族アミンについて

発がんプロモーション活性の有無を検討する

とともに、発がんイニシエーション活性の有

無を既報の遺伝毒性試験結果と比較した。 

合成樹脂製器具・容器包装の製造に関する

自主管理ガイドライン案の作成では、国内外

の器具・容器包装に関する製造管理、品質管

理、品質保証、トレーサビリティー、安全管

理に関する法規制等、民間の国際規格、業界

団体の自主基準等を精査し、国内の状況に適

した「器具及び容器包装の製造に関する自主

管理ガイドライン案（合成樹脂製の器具・容

器包装に関する基本的な考え方と取り組み内

容）」を作成した。本ガイドライン案では、器

具もしくは容器包装に関係する食品等事業者

に対し、製品の製造または使用において自主

的な管理を行うための基本的な考え方を記し、

人員、施設・設備の管理、サプライチェーン

を通じた情報伝達、安全な製品の設計と品質

確認、健康被害発生時の対応策の整備の４つ

の観点に着目した取り組み内容を示した。さ

らに、あらゆる事業者においても実施可能と

なるよう、それぞれの事業内容にあった取り

組みを選択して実行できるよう具体的な管理

や取り組み内容の具体例として示した。 
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